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１Ｃ０８ 

中小企業の産学共同研究：アンケート調査の分析 

 

 
○能見利彦（経産省） 

 

 

 
１．はじめに 

 国のイノベーションを活性化させる上におい

て，中小企業の役割が注目されている。例えば，

ラングロアの「消えゆく手」仮説[1]においては，

歴史を俯瞰して，アダム･スミスの時代は所有者

経営型の中小企業が資本主義の中心だったが，

1880 年頃から専門経営者が経営する大規模組織

（大企業）の時代が到来し，1990 年頃から専門

特化した小規模組織のネットワークがニュ－エ

コノミーを構築するようになったと指摘し，今後

の中小企業の重要性を主張している。 

 我が国の中小企業政策においても，1999 年 12
月に中小企業基本法を改正し，従来の弱者保護の

考え方から，中小企業の「機動性，柔軟性，創造

性」に着目して「我が国経済のダイナミズムの基

盤」としての役割を発揮させる[2] ことに政策の

重点を移している。一方で，研究開発の面では，

中小企業は大企業以上に外部の技術を活用する

ことが必要で，外部との関係・ネットワークを構

築して，オープン・イノベーションに取り組むこ

とが必要である。そのため，産学連携施策におい

ても，中小企業が大学と連携してイノベーション

を起こしていくことを積極的に支援する必要が

ある。 
 中小企業は社によって多種多様であるが，その

中で研究開発に取り組んでいる中小企業は利益

率が高く，産学連携に積極的に取り組んでいるこ

とが指摘されている[3]。総務省統計によれば，中

小製造業の中で 8.1%の企業しか研究開発を行っ

ていないが，表１に示すように，それらの企業は，

中小製造業平均に比べて研究開発関係の指標が

高いだけでなく，経営規模が大きく（従業員数が

2.5 倍），売上高が 3.4 倍で営業利益が 4.2 倍で売

上高営業利益率は 4.3%（平均は 3.5%）と経営状

況の指標も高い。産学連携の相手としては，研究

開発を行っている中小企業が有力なターゲット

と考えられる。 

このため，研究開発を行っている中小企業の産

学連携，特に大学との共同研究の現状を把握する

ためにアンケート調査を行った。以下に，その結

果を報告する。なお，本報告は，所属組織の見解

ではなく，個人の見解である。 

 

 表１ 研究開発を行う中小製造業の姿 

       （2012 年度） 

中小企業
平均

研究開発
している
中小企業

1社当たり売上高　（百万円） 886 3,045
1社当たり営業利益（百万円） 31.4 130.6
1社当たり従業員数（人） 31.3 78.8
1社当たり社内使用研究費　（百万円） 5.5 67.9
1社当たり自己負担研究費　（百万円） 5.5 68.0
1社当たり研究者数　（人） 0.4 5.2
売上に対する社内使用研究費比率（％） 0.62% 2.23%
売上に対する自己負担研究費比率（％） 0.63% 2.25%
　　　　出典：総務省「平成25年科学技術研究調査報告」に基づいて試算

製　造　業

 
 

２．調査の概要 

 今回，中小企業と大学との産学連携の実態を把

握するために，未来工学研究所に委託して，①研

究開発を行っている中小企業へのアンケート調

査と②大学の産学連携担当部署へのアンケート

調査を行った。アンケートの実施期間は 2013 年

12 月 16 日～2014 年 1 月 31 日である。 

前者のアンケートは，中小企業 2,381 社に調査

票を郵送し, 734 社から回答を得て, 回収率は

30.8%であった。送付先の選定方法は, 中小企業

庁の 2006 年度から 2013 年度の「サポートイン

ダストリー(ものづくり基盤技術)事業」に採択さ

れた企業 1,381 社及び中小企業庁の 2012 年度補

正予算による「ものづくり中小・小規模事業者試

作開発等支援補助金事業」に採択された企業から

都道府県別人口比率でランダム抽出した 1,000 社

である。研究開発を行っている中小企業を抽出す

るためにこれらの研究支援制度の対象企業リス

トを利用したが, そのために調査対象業種は製造

業または情報通信業となった。 
 後者のアンケートは，産学連携実績の上位 200
大学に調査票を送り，135 大学から回答を得て，

回答率は 67.5％であった。対象大学は，文部科学

省統計「大学における産学連携等実施状況につい

て」で 2011 年度の共同研究件数と受託研究件数
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図 6 2003年における産学連携度と特許出願件数  図 7 2007年における産学連携度と特許出願件数 

（自動車部品その他）            （自動車部品その他） 

 

 

5．結語 
本稿では自動車産業における産学共同研究が企業のパフォーマンスにどのような影響をもたらすのか

についての分析に先立つ予備的考察をした。本稿の分析では定かではないことが多数あるが、まずは第

一報として、今後より精査したい。そのうえでサイエンス型産業である製薬産業との比較も行いたいと

考えている。 
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        表６ 産学共同研究の実施場所 

企業 大学 公設試 合計
試作製品の設計 84.6% 11.4% 4.1% 100%
製品の試作 91.5% 5.1% 3.4% 100%
試作製品の試験（データ取り） 32.2% 46.6% 21.3% 100%
試験研究装置の所有者 44.0% 34.2% 21.8% 100%
データ整理と結果の整理（評価） 42.6% 48.2% 9.2% 100%

研究開発の実施場所

 
 

企業
大学（教員
の研究室）

大学（産学
連携本部）

ＴＬＯ 公設試
第三セク

ター
合計

研究計画の検討 50.9% 34.8% 4.9% 1.0% 6.1% 2.2% 100%
販路開拓の検討 92.2% 2.1% 2.1% 0.2% 0.8% 2.5% 100%

実施場所

 
 

 共同研究の進め方は多種多様と考えられるが，

典型的な姿は，企業と大学教員とが相談して研究

計画を立て，新製品などの設計・試作は企業自身

が行うが，試作品の試験とそのデータ分析は大学

の協力を得て行っており，試験装置の貸与などで

は公設試も協力していることが伺える。一方，新

製品の販路開拓については，企業自身の問題とし

て企業単独で検討していると思われる。 
 

3.3 大学教員の意識と満足度 

 大学へのアンケートで，中小企業との共同研究

を大学教員に働きかけた時の教員の積極性と共

同研究実施後の大学教員の満足度を聞いた結果 

 

 表７ 大学教員の連携への積極性 

大企業相手 中小企業相手
快く引き受けること
が多い

46.0% 36.9%
快く引き受けること
がやや多い

37.9% 39.3%

ほぼ半々である 15.3% 18.0%
断られることがや
や多い

0.8% 4.1%
断られることが多
い

0.0% 1.6%
回答数 124 122

全回答大学の平均

 
 

  表８ 連携教員の満足度 

大企業相手 中小企業相手
満足度が高いこと
が多い

19.8% 20.0%
満足度が高いこと
がやや多い

46.0% 40.0%
どちらとも言えな
い

34.1% 37.6%
満足度が低いこと
がやや多い

0.0% 2.4%
満足度が低いこと
が多い

0.0% 0.0%
回答数 126 125

全回答大学の平均

 

が表７と表８である。中小企業が相手の場合，共

同研究の実施前は，大企業と比較して積極性が少

し低いが，実際に実施した後の満足度にあまり差

はないようである。 

 

3.4 企業の満足度と連携の効果 

 産学共同研究を行っている中小企業に，その結

果への満足度と今後の産学連携への意欲を聞い

た結果が表９である。満足度としては，大または

中が多く，否定的な回答は少ない。今後の意欲に

おいて，現在連携している教員との連携の方がそ

の他の教員よりも高い評価になっていることか

らも，現在の連携に満足していることが推察でき

る。 

 

表９ 産学共同研究に対する中小企業の評価 
大 中 小

ａ．結果に対する満足度 34.2% 54.0% 11.8%
ｂ．現在連携している教員との連
携を今後行いたいか

53.5% 39.0% 7.4%
ｃ．他の教員との連携を今後行
いたいか

40.2% 48.4% 11.4%
 

 

 産学共同研究の経験の効果やメリットを，a)事
業内容面，b)研究開発面，c)経営姿勢面に分けて

聞いた結果が表１０である。事業内容面に関して

は，産学共同研究は，既存事業の高付加価値化や

新規事業への進出に役立っている。なお，図表は

省略するが，終了した産学共同研究のうち実用化

に結びついた割合は，回答者平均で約 6割である。

研究開発面では，自社に無い技術が得られたこと

は事前予想通りだが，その他に大学の学生や研究

者の協力が得られたことの評価も高い。経営姿勢

面では，技術開発のみならず，新規事業や新製品

の企画・開発や外部との連携などに対しても積極

的に取り組むようになったとの回答が多く，産学

連携は，元々積極的な経営姿勢の経営者が取り組

んでいるだけでなく，連携の経験が経営者を刺激

の合計の上位 200 大学を選んでおり，国立大学，

公立大学，私立大学が含まれている。 

 

３．アンケート結果 

3.1 連携パートナーの探し方（マッチング） 

 企業と大学教員のマッチングを支援するため

に，大学内の産学連携本部や学外の TLO などの

仲介機関が整備されている。しかし，企業からヒ

アリングすると，企業自身が連携すべき大学教員

を探し，大学教員に会って共同研究を相談して話

がまとまった後に，契約書作成などで産学連携本

部等が関与することが多いようである。そのため，

こうしたマッチング・パターンの我が国全体の状

況を把握するために，大学へのアンケートで質問

した結果が表２である。この表に示されているよ

うに，企業自身がマッチングを行っている割合が

高い。ただし，大企業と比較すれば中小企業の方

が産学連携本部などの仲介機関に頼る割合は多

くなっている。 

 

  表２ 産学のマッチング・パターン 

大企業との
連携

中小企業と
の連携

企業⇒大学教員⇒産学連携本部 71.7% 59.7%
企業⇒産学連携本部⇒大学教員 14.5% 21.8%
大学教員⇒産学連携本部⇒企業 5.6% 7.8%
産学連携本部⇒企業⇒大学教員 5.4% 7.2%
産学連携本部⇒大学教員⇒企業 2.8% 3.5%

合計 100% 100%
回答数 115 120  

注）大学の産学連携本部等に概数（何割か）で質問したア

ンケート結果 

 

 中小企業に連携相手の大学教員を探す方法を

中小企業に聞いた結果が表３である。これによれ

ば，企業が独自に探していると言っても知り合い

（なじみの大学教員や公設試など）からの紹介 

 

   表３ 連携相手を探す方法 

よく使う
たまに使
う

ほとんど
使わない

なじみの大学教員の紹介 30.6% 41.2% 28.2%
公設試や第三セクター等の紹介 26.0% 41.9% 32.1%
ネット情報 24.1% 31.7% 44.2%
大学の産学連携本部の紹介 18.6% 40.5% 40.9%
社員の出身大学 16.0% 28.1% 56.0%
学会論文 11.5% 33.8% 54.7%
大学教員の講演・セミナー 9.7% 42.4% 47.9%
大学外のＴＬＯの紹介 6.6% 29.1% 64.3%
マスコミ情報 5.9% 29.3% 64.8%
大学技術の展示会 5.9% 35.2% 58.9%  
 

が多く，連携相手を探す上で人的ネットワークの

果たす役割は大きい。 

中小企業が共同研究の連携相手としての大学

教員を選ぶ観点を，実際に産学共同研究を行って

いる企業に聞いた結果が表４である。ほとんどの

企業が，大学教員の人柄，すなわち共同研究開始

後に企業のために努力する教員か否かを重視し

て連携相手を選んでいる。 

 

  表４ 連携教員の選定で重視する事項 

かなり重
視する

多少は
考慮する

ほとんど
関係ない

合計

176 230 87 493
35.7% 46.7% 17.6% 100%

219 237 38 494
44.3% 48.0% 7.7% 100%

418 80 5 503
83.1% 15.9% 1.0% 100%

　　（単位：社、％）

同一県内などの距離の近さ

研究レベルが専門家の中
でもトップレベルか

企業のために努力する姿
勢・人柄  
注）必要な技術分野の専門家であることに加えて重視する

事項を，産学共同研究を行っている中小企業に質問 
 

 現在の産学のマッチングにおいて大学の窓口

の問題点を中小企業に聞いた結果が表５である。

しかし，その結果は，産学連携本部の対応に問題

があるのではなく，それ以前に，どの大学に相談

すべきかの判断が難しいとの回答が多く，表１な

どに示されている大学を決める前に全国の大学

の中からどの大学教員と連携すべきかを考える

との結果と整合的な結果となった。 

 

    表５ 大学の窓口の問題 

回答数 割合
どの大学に相談すればいいか、よくわか
らない

165 38.9%
大学側の窓口がはっきりせず、誰に相談
すればいいか、よくわからない

132 31.1%
大学側の窓口が大学教員の研究内容を
良く把握していない

80 18.9%
大学の窓口が大学教員の人柄（企業の
ために努力するか）を良く把握していない

79 18.6%
大学側のネット等の情報提供が不十分で
ある

76 17.9%
大学側の窓口が積極的に協力してくれな
い

30 7.1%
その他 73 17.2%

合計 424 100%

　　（単位：社、％）

（3つ以内の複数回答）  
 
3.2 産学共同研究の進め方 

 中小企業が行う大学との共同研究のイメージ

を把握するため，研究開発のプロセスごとの実施

場所を中小企業に聞いた結果が表６である。 
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        表６ 産学共同研究の実施場所 

企業 大学 公設試 合計
試作製品の設計 84.6% 11.4% 4.1% 100%
製品の試作 91.5% 5.1% 3.4% 100%
試作製品の試験（データ取り） 32.2% 46.6% 21.3% 100%
試験研究装置の所有者 44.0% 34.2% 21.8% 100%
データ整理と結果の整理（評価） 42.6% 48.2% 9.2% 100%

研究開発の実施場所

 
 

企業
大学（教員
の研究室）

大学（産学
連携本部）

ＴＬＯ 公設試
第三セク

ター
合計

研究計画の検討 50.9% 34.8% 4.9% 1.0% 6.1% 2.2% 100%
販路開拓の検討 92.2% 2.1% 2.1% 0.2% 0.8% 2.5% 100%

実施場所

 
 

 共同研究の進め方は多種多様と考えられるが，

典型的な姿は，企業と大学教員とが相談して研究

計画を立て，新製品などの設計・試作は企業自身

が行うが，試作品の試験とそのデータ分析は大学

の協力を得て行っており，試験装置の貸与などで

は公設試も協力していることが伺える。一方，新

製品の販路開拓については，企業自身の問題とし

て企業単独で検討していると思われる。 
 

3.3 大学教員の意識と満足度 

 大学へのアンケートで，中小企業との共同研究

を大学教員に働きかけた時の教員の積極性と共

同研究実施後の大学教員の満足度を聞いた結果 

 

 表７ 大学教員の連携への積極性 

大企業相手 中小企業相手
快く引き受けること
が多い

46.0% 36.9%
快く引き受けること
がやや多い

37.9% 39.3%

ほぼ半々である 15.3% 18.0%
断られることがや
や多い

0.8% 4.1%
断られることが多
い

0.0% 1.6%
回答数 124 122

全回答大学の平均

 
 

  表８ 連携教員の満足度 

大企業相手 中小企業相手
満足度が高いこと
が多い

19.8% 20.0%
満足度が高いこと
がやや多い

46.0% 40.0%
どちらとも言えな
い

34.1% 37.6%
満足度が低いこと
がやや多い

0.0% 2.4%
満足度が低いこと
が多い

0.0% 0.0%
回答数 126 125

全回答大学の平均

 

が表７と表８である。中小企業が相手の場合，共

同研究の実施前は，大企業と比較して積極性が少

し低いが，実際に実施した後の満足度にあまり差

はないようである。 

 

3.4 企業の満足度と連携の効果 

 産学共同研究を行っている中小企業に，その結

果への満足度と今後の産学連携への意欲を聞い

た結果が表９である。満足度としては，大または

中が多く，否定的な回答は少ない。今後の意欲に

おいて，現在連携している教員との連携の方がそ

の他の教員よりも高い評価になっていることか

らも，現在の連携に満足していることが推察でき

る。 

 

表９ 産学共同研究に対する中小企業の評価 
大 中 小

ａ．結果に対する満足度 34.2% 54.0% 11.8%
ｂ．現在連携している教員との連
携を今後行いたいか

53.5% 39.0% 7.4%
ｃ．他の教員との連携を今後行
いたいか

40.2% 48.4% 11.4%
 

 

 産学共同研究の経験の効果やメリットを，a)事
業内容面，b)研究開発面，c)経営姿勢面に分けて

聞いた結果が表１０である。事業内容面に関して

は，産学共同研究は，既存事業の高付加価値化や

新規事業への進出に役立っている。なお，図表は

省略するが，終了した産学共同研究のうち実用化

に結びついた割合は，回答者平均で約 6割である。

研究開発面では，自社に無い技術が得られたこと

は事前予想通りだが，その他に大学の学生や研究

者の協力が得られたことの評価も高い。経営姿勢

面では，技術開発のみならず，新規事業や新製品

の企画・開発や外部との連携などに対しても積極

的に取り組むようになったとの回答が多く，産学

連携は，元々積極的な経営姿勢の経営者が取り組

んでいるだけでなく，連携の経験が経営者を刺激

の合計の上位 200 大学を選んでおり，国立大学，

公立大学，私立大学が含まれている。 

 

３．アンケート結果 

3.1 連携パートナーの探し方（マッチング） 

 企業と大学教員のマッチングを支援するため

に，大学内の産学連携本部や学外の TLO などの

仲介機関が整備されている。しかし，企業からヒ

アリングすると，企業自身が連携すべき大学教員

を探し，大学教員に会って共同研究を相談して話

がまとまった後に，契約書作成などで産学連携本

部等が関与することが多いようである。そのため，

こうしたマッチング・パターンの我が国全体の状

況を把握するために，大学へのアンケートで質問

した結果が表２である。この表に示されているよ

うに，企業自身がマッチングを行っている割合が

高い。ただし，大企業と比較すれば中小企業の方

が産学連携本部などの仲介機関に頼る割合は多

くなっている。 

 

  表２ 産学のマッチング・パターン 

大企業との
連携

中小企業と
の連携

企業⇒大学教員⇒産学連携本部 71.7% 59.7%
企業⇒産学連携本部⇒大学教員 14.5% 21.8%
大学教員⇒産学連携本部⇒企業 5.6% 7.8%
産学連携本部⇒企業⇒大学教員 5.4% 7.2%
産学連携本部⇒大学教員⇒企業 2.8% 3.5%

合計 100% 100%
回答数 115 120  

注）大学の産学連携本部等に概数（何割か）で質問したア

ンケート結果 

 

 中小企業に連携相手の大学教員を探す方法を

中小企業に聞いた結果が表３である。これによれ

ば，企業が独自に探していると言っても知り合い

（なじみの大学教員や公設試など）からの紹介 

 

   表３ 連携相手を探す方法 

よく使う
たまに使
う

ほとんど
使わない

なじみの大学教員の紹介 30.6% 41.2% 28.2%
公設試や第三セクター等の紹介 26.0% 41.9% 32.1%
ネット情報 24.1% 31.7% 44.2%
大学の産学連携本部の紹介 18.6% 40.5% 40.9%
社員の出身大学 16.0% 28.1% 56.0%
学会論文 11.5% 33.8% 54.7%
大学教員の講演・セミナー 9.7% 42.4% 47.9%
大学外のＴＬＯの紹介 6.6% 29.1% 64.3%
マスコミ情報 5.9% 29.3% 64.8%
大学技術の展示会 5.9% 35.2% 58.9%  
 

が多く，連携相手を探す上で人的ネットワークの

果たす役割は大きい。 

中小企業が共同研究の連携相手としての大学

教員を選ぶ観点を，実際に産学共同研究を行って

いる企業に聞いた結果が表４である。ほとんどの

企業が，大学教員の人柄，すなわち共同研究開始

後に企業のために努力する教員か否かを重視し

て連携相手を選んでいる。 

 

  表４ 連携教員の選定で重視する事項 

かなり重
視する

多少は
考慮する

ほとんど
関係ない

合計

176 230 87 493
35.7% 46.7% 17.6% 100%

219 237 38 494
44.3% 48.0% 7.7% 100%

418 80 5 503
83.1% 15.9% 1.0% 100%

　　（単位：社、％）

同一県内などの距離の近さ

研究レベルが専門家の中
でもトップレベルか

企業のために努力する姿
勢・人柄  
注）必要な技術分野の専門家であることに加えて重視する

事項を，産学共同研究を行っている中小企業に質問 
 

 現在の産学のマッチングにおいて大学の窓口

の問題点を中小企業に聞いた結果が表５である。

しかし，その結果は，産学連携本部の対応に問題

があるのではなく，それ以前に，どの大学に相談

すべきかの判断が難しいとの回答が多く，表１な

どに示されている大学を決める前に全国の大学

の中からどの大学教員と連携すべきかを考える

との結果と整合的な結果となった。 

 

    表５ 大学の窓口の問題 

回答数 割合
どの大学に相談すればいいか、よくわか
らない

165 38.9%
大学側の窓口がはっきりせず、誰に相談
すればいいか、よくわからない

132 31.1%
大学側の窓口が大学教員の研究内容を
良く把握していない

80 18.9%
大学の窓口が大学教員の人柄（企業の
ために努力するか）を良く把握していない

79 18.6%
大学側のネット等の情報提供が不十分で
ある

76 17.9%
大学側の窓口が積極的に協力してくれな
い

30 7.1%
その他 73 17.2%

合計 424 100%

　　（単位：社、％）

（3つ以内の複数回答）  
 
3.2 産学共同研究の進め方 

 中小企業が行う大学との共同研究のイメージ

を把握するため，研究開発のプロセスごとの実施

場所を中小企業に聞いた結果が表６である。 
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１Ｄ０１ 

バックキャストを用いたライフスタイルデザイン手法とその有効性 

 
○古川柳蔵（東北大学大学院） 

 

 

 
1. はじめに 

 
東北大学では，2003 年 4 月に，東北大学大学院

工学研究科旧地球工学専攻と材料工学専攻の領

域が中心となり，工学研究科の各専攻，理学研究

科，国際文化研究科や附置研・センター等が参加

し，大学院環境科学研究科が設置された。現在、

12 年目に入る。東北大学は伝統的に材料の領域が

強く，工学系の環境冠大学院としては特徴的であ

る。本研究科は，工学を基盤とする環境科学，す

なわち，自然科学の応用や社会とのかかわりを含

む環境科学を教育する日本初の文理融合型総合

的研究教育組織として誕生し，エネルギー･資源

という産業基盤と持続的な社会構造基盤を構築

できるグローバルかつ鳥瞰的視点を持った人材

教育を行ってきた。環境科学研究科は環境科学専

攻の一専攻からなり，地域環境・社会システム学

コース，地球システム・エネルギー学コース，環

境化学・生態学コース，物質・材料循環学コース

の 4 コースで発足した。 
さらに,環境科学研究科設立後，正規のプログラ

ムとは別に，外部資金等により特別プログラムが

複数運用されてきた。主に社会人を対象とした科

学技術振興調整費新興分野人材養成プログラム

｢高度環境政策・技術マネジメント人材育成ユニ

ット｣（2005 年採択）がそのうちの一つである。

エネルギー･資源危機などグローバルな環境問題

を見据え，企業戦略，技術開発および行政におい

ては環境政策の立案までを総合的に学び，リーダ

ーとして実践可能な人材を供給する日本初の教

育プログラムである。本プログラムは 2009 年 3
月に終了し，2010 年 4 月から後継として,本研究

科内に「環境政策技術マネジメントコース」が新

規に設置され，正規コースとして位置づけられた。

外部資金のプログラムが軌道に乗り,内部の教員

を主体に教育する体制を整備した。この高度環境

政策・技術マネジメント人材養成ユニット及び環

境政策技術マネジメントコースの教育では,本稿

で注目するバックキャストによるライフスタイ

ルデザイン手法を習得し,実践に活かす教育を継

続してきた。 
また,同じ手法の教育を行い,環境リーダー養成

プログラムとして,対象を主に博士課程 2 年生に

照準を当てた類似の教育プログラムである RESD
（ Regional Environment and Sustainable 
Development）Certicate program を立ち上げ,これ

も現在も継続されている。これは，清華大学（中

国），同済大学（中国），KAIST（韓国），POSTECH
（韓国），東京大学生産技術研究所，京都大学な

らびに東北大学の環境関連大学院を参加メンバ

ーとしてスタートした国際プログラムである。現

在は,いくつか大学が入れ替わったものの,継続し

ている。本プログラムは，環境問題を俯瞰的に理

解し，最適な解を創出できる人材を養成するため

に，アジアの複数の大学間で連携して現地調査を

含んだ集中的な実践教育を行い，将来の国の政策

や企業の戦略を立案し，組織を牽引する役割を果

たす人材を創出するものである。養成対象は博士

課程レベルの環境分野を専門とする若手研究者

で，参加大学からトップクラスの学生を毎年 2 名

程度（計 12 名程度）選定し，国の政策や企業の

戦略を立案できるアジアの環境リーダーを養成

する。学位の認定は各大学が行う。幹事校は持ち

回りで担当する。各大学から選抜された博士課程

中心の学生たちが約 1 ヶ月間（現在は,各国 1 週間

の合計 3 週間），日，中，韓の 3 カ国で寝食を共

にしながら各国の環境に関する現状や将来展望

に関する講義，見学などに参加する。参加者同士

は深い絆で結ばれ，この人間関係は将来の大きな

糧となることが期待される。アジアの環境リーダ

ー育成プログラムとしては新しい試みであり，既

に，修了生の間のネットワークが強固に構築され

ている。このプログラムの一環として,東北大学を

滞在する期間には,バックキャストによるライフ

スタイルデザイン手法の教育を行ってきた。 
 
2 バックキャストによるライフスタイルデザイ

ン 
 
本研究科のコースやプログラムにおいて,新し

い環境分野のビジネスシステムを考案するため

に用いる手法として,バックキャストを取り入れ

た。これは,地球 1 個分という将来の環境制約を前

提に現在を見直す手法である。本コースでは，バ

ックキャストを用いて，低環境負荷なライフスタ

イルをデザインし,イノベーションを起こす手法

して，経営姿勢を積極的にさせる効果を有してい

る可能性がある。 

 

表１０ 産学共同研究の経験の効果やメリット 

（a.事業内容） 
回答数 割合

既存事業の付加価値が高まった 250 49.6%
新規事業（市場に無かった製品・サービ
ス）に進出した

158 31.3%
新規事業（市場には存在したが、自社に
とって新しい事業）に進出した

155 30.8%
既存事業が拡大した 106 21.0%
既存事業のコストが低減した 33 6.5%
効果はなかった 39 7.7%
その他 31 6.2%
合計 504 100%

　　（複数回答）  
（b.研究開発） 

回答数 割合

自社にはない技術が得られた 269 53.7%
大学の学生・研究者の協力が得られた 263 52.5%
問題の原因や解決の糸口が得られた 197 39.3%
優れた研究設備を利用できた 158 31.5%
研究開発の費用低減につながった 106 21.2%
研究開発がスピードアップされた 88 17.6%
研究開発の進め方（マネジメント）が分
かった

81 16.2%
その他 11 2.2%
合計 501 100%

　　　（複数回答）  
（c.経営姿勢） 

回答数 割合

技術開発に対して、より積極的になった 250 50.1%
新規事業や新製品の企画・開発に、より
積極的になった

248 49.7%
外部との連携に対して、より積極的になっ
た

240 48.1%
外部の情報（技術情報・市場情報など）の
入手に、より積極的になった

192 38.5%
その他 10 2.0%
合計 499 100%

　　　（複数回答）  
 

3.5 産学共同研究を成功させるポイント 

 産学共同研究を行っている中小企業にそれを 

 

 表１１ 産学共同研究を成功させるポイント 

企業の経営者の積極性 55.8%
ものづくりの技術力 48.9%
開発した商品や事業の営業・販売力 46.8%
具体的な研究開発テーマの企画力 38.3%
新製品や事業の企画力 36.7%
あきらめずに最後まで研究開発すること 27.1%
社外との研究チームの構築力 14.9%
社員に対する経営者のリーダーシップ 5.9%
その他 2.8%
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3つ以内の複数回答)  

成功させるポイントを聞いた結果が表１１であ

る。「経営者の積極性」が第 1 になっていること

及び，「ものづくりの技術力」や「営業・販売力」

といった企業経営の基本的な力が研究開発や新

製品の企画力などよりも重視されていることが

注目に値する。 

 

４．考察とまとめ 

 従来，大企業中心にイノベーションが論議され

ることが多く，中小企業の産学連携の実態につい

ての調査研究は少なかったが，今回の調査で，中

小企業と大学との産学共同研究の姿を示すこと

ができた。調査結果において，企業自身が連携相

手を探すなど主体的な取り組みを行っており，経

営者の積極性が重要であることなどは注目すべ

きである。 

 近年，企業のダイナミック・ケイパビリティが

経営戦略として注目され，多くの研究が行われて

いる[4][5][6][7]が，それらの研究でも外部とのネ

ットワークを構築する能力（関係ケイパビリテ

ィ）が重視されている。こうした能力は，中小企

業では特に重要と考えられる。 

今後とも事業環境の変化は激しいと考えられ，

このような時代には，中小企業などの小規模組織

が，機動性・柔軟性と関係ケイパビリティを活か

して，外部とのネットワークを構築し，イノベー

ションを起こしていくことが経済活力の源泉で

ある。そのため，今後，中小企業がさらに産学連

携を積極的に活用することが期待される。 
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